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特別論文

地域歯科口腔保健の現状と課題公衆衛生モニタリング・

レポート委員会口腔保健分野 活動総括
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目的 公衆衛生モニタリング・レポート委員会口腔保健分野での2015年以降のモニタリング活動で

得られた成果・知見を体系的に整理し，今後の歯科保健活動の推進に資する資料として提示す

る。

方法 公衆衛生モニタリング・レポート委員会口腔保健分野のグループ活動の年次報告内容を中核

として，2015年以降のライフステージ別の地域歯科保健情報を整理するとともに，分野横断的

課題として市販製剤を活用した歯科保健と医科歯科連携に基づくたばこ対策の動向について文

献等を追加収集して分析した。

結果 乳幼児・小児期における「う」の有病状況は低減傾向にあった。その一方で，わが国の小

児における歯・口腔の健康格差に対する具体的な対策に関しては，フッ化物応用以外はいまだ

十分なエビデンスは報告されていなかった。成人期・高齢期の課題である「歯周病予防」「オー

ラルフレイル予防」「要介護高齢者の口腔管理」のいずれにおいても，そのニーズは一貫して

増加していた。歯周病は生活習慣病のリスク要因のひとつであり，喫煙とも密接な関連性を有

する。しかし，地域保健における歯周病対策は十分ではなく，有病状況について改善されてい

なかった。超高齢社会の新しい概念であるオーラルフレイルは，2017年以降に学術報告数が急

増し，社会での周知が急速に進んだ。在宅要介護高齢者への口腔管理は，ニーズに見合った提

供が十分なされておらず，地域包括ケア推進の観点からも更なる改善が求められる。効果が高

い新規の歯科予防製剤の動向は，歯科におけるセルフケアの向上に大きく寄与する。高濃度

フッ化物配合歯磨剤は，医薬部外品として広く市中で販売されるようになるとともに，フッ化

物洗口剤も2019年 9 月に第 3 類医薬品に移行した。一方，歯科からアプローチするたばこ対策

の有用性は WHO 報告書でも指摘されたが，「たばこ対策」に取り組んでいる歯科診療所はい

まだ十分ではなかった。

結論 地域歯科口腔保健に関連する課題はライフステージの影響を受けるため多様であるが，その

課題解決のためには，歯科専門職以外の関連職種との連携が不可欠なものが多かった。公衆衛

生モニタリング・レポート委員会での口腔保健グループの活動においても，さらに分野横断的

なモニタリング活動が必要であることが示唆された。

Key words地域歯科保健，多職種連携，ライフステージ，歯科口腔保健
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 は じ め に

2011年の歯科口腔保健法の制定によって，国全体

の歯科保健対策の方向性や数値目標が定められた

「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（以下，

基本的事項）」が制定され，健康日本21（第二次）

と連動する形で，地域歯科保健施策の強化が図られ

た。2018年に実施された基本的事項の中間評価にお

いては，小児期のむし歯（う）有病状況と高齢期

における喪失歯の状況は継続的に改善し，中間評価

の段階で目標値をクリアしたため，目標値の引き上

げが行われた。しかし，成人期以降の歯周病の有病

状況は改善が認められず，さらなる対策の必要性が

提示された1)。

超高齢社会であるわが国では，うや歯周病の予

防対策だけでなく，高齢期の咀嚼等の口腔機能の低

下防止を含めて，全世代にわたる歯・口腔の健康対

策を複合的に進める必要がある。基本的事項では，

高齢期における口腔機能の維持・向上に関する目標

が設定されているが，中間評価において改善が認め

られず，フレイル予防の見地から口腔機能の維持・

向上を図ることが強く求められている2)。

歯科口腔保健施策を支える社会環境については，

歯科保健条例がすでに43道府県で制定されるなど，

多くの自治体において拡充が図られつつある。歯・

口腔の健康を維持するためのセルフケアに不可欠で

ある歯口清掃製剤・用品について，高濃度フッ化物

配合歯磨剤やフッ化物洗口剤の販売が開始されるな

ど，以前と比べて大きくセルフケア用品・製剤の提

供体制が改善された。生活習慣病と歯周病の共通リ

スクである喫煙3,4)については，改正健康増進法が

2020年 4 月より完全施行されたことにより，歯周病

リスクの低減を図る体制が構築されるなど，この数

年で歯・口腔の健康のための社会環境の改善に向け

た取り組みが進展する等，近年の変化は著しい。

地域歯科保健にかかわる諸課題は，ライフステー

ジにより異なるため，年代ごとの主要課題について

継続的なモニタリングを行い，その変化をいち早く

把握する必要がある。また，う有病状況の地域差

に代表される歯・口腔の健康格差の縮小5,6)を図る

うえでも，地域での歯科保健活動の推移を多面的に

モニタリングすることが重要であると考えられる。

公衆衛生モニタリング・レポート委員会口腔保健

分野では，ライフステージによる歯科保健課題の違

いをふまえて，「乳幼児期・小児期」と「成人期・

高齢期」の各世代における地域歯科保健の課題に関

するモニタリングを継続的に実施してきた。加え

て，すべてのライフステージに共通する歯科保健課

題として，「市販製剤を活用した歯科保健」と「医

科歯科連携に基づくたばこ対策」を取り上げ，モニ

タリングを進めてきた。

わが国の地域歯科保健活動は，歯科専門職だけで

なく，多くの関連職種に支えられている。本稿で

は，口腔保健にかかわるすべての関係者がともに連

携して進める地域での歯科保健活動に寄与すべく，

これまでのモニタリング・レポート活動で得られた

成果・知見を体系的に整理し，提示する。

．方 法

. モニタリング課題の抽出

日本公衆衛生学会の認定専門家のうち，歯科口腔

保健に関する諸問題に関心を有する研究者ならびに

行政職が討議し，各年度においてのモニタリング課

題を決定し，毎年度のモニタリング・レポート委員

会の年次報告書として公表している。本稿で取り上

げるモニタリング課題は，2015年以降の年次報告書

にて継続的に取り組んできたものを中心に選定し

た。また，2015年以降の日本公衆衛生学会総会での

地域歯科保健に関連するシンポジウムでのプログラ

ム内容も参考資料とした（表 1）。

. 情報収集方法

2015年以降の日本公衆衛生学会総会での発表情報

を各年度の抄録集にて確認した。また，国内の関連

学術情報を収集するために，ライフステージ別の歯

科保健課題については，Web 版の医学中央雑誌を

用いて関連する学術情報を収集した。また，高齢期

の歯科保健課題については，G-Search データベー

スを用いて，新聞記事の掲載頻度をあわせて調べ

た。医科歯科連携に基づくたばこ対策については，

医学中央雑誌による検索に加えて，PubMed での検

索，WHO たばこ関連報告書等による情報を収集し

た。市販製剤を活用した歯科保健については，日本

歯磨工業会会員の各メーカーの公式ホームページに

掲載されている情報を追加収集した。

これらのデータベース情報に，口腔保健分野のモ

ニタリングメンバーから提供された関連情報を加

え，各々の課題についてモニタリングを進めた。

. 解析方法

本稿で記載したモニタリング結果は，公衆衛生モ

ニタリング・レポート委員会の口腔保健グループ年

次報告書を基盤としている。公衆衛生モニタリン

グ・レポート委員会の口腔保健分野メンバーが収集

した各課題のモニタリング情報をもとに，再度グ

ループメンバー間で討議したうえで統合し，必要に

応じて関連文献等を追加した。そのため，特定の歯

科疾患のリスク要因等に関する疫学知見のシステマ
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表 2015～2019年の日本公衆衛生学会総会における口腔保健に関するシンポジウム・教育講演

年 回数（開催地) シンポジウム 教育講演

2015 74回（長崎) 在宅高齢者の口腔機能維持・向上のために 多職種で進める歯科保健

2016 75回（大阪) 小児の口腔保健における健康格差の現状と対策

2017 76回（鹿児島) 医科歯科連携を基盤とした地域におけるたばこ対策

地域における歯科保健医療サービス提供困難者の実

態把握と今後の課題

2018 77回（郡山) 公衆衛生活動におけるオーラルフレイル対策

2019 78回（高知) 地域歯科保健施策にための新たなう予防戦略

オーラルフレイルの予防

オーラルフレイル研究の

現状と展望

※下線モニタリング・レポート委員会 口腔保健グループのモニタリング成果をもとに企画
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ティックレビューとは異なり，わが国の地域保健活

動における歯科口腔保健サービスの提供状況や解決

すべき課題の提言などを主体とする。

 結果と考察

. ライフステージ別にみた歯科口腔保健活動の

課題

1) 乳幼児期・小児期における歯科口腔保健

 生活習慣と歯科疾患

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項では，

2022年の「3 歳児でうのない者の割合の増加」の

目標値は90，「12歳児でうのない者割合の増加」

の目標値は65と設定されている1)。2018年の中間

評価では，3 歳児のうのない者の割合は86.3，

12歳児のうのない者の割合は67.3であり，乳幼

児期・小児期のう有病状況は概ね順調な改善傾向

を示していた1)。

医学中央雑誌を用いて，キーワード「ライフスタ

イル」「歯科学」，チェックタグ「乳児，幼児，小児」

として，2015年以降の原著論文に限って検索を行っ

たところ12報が抽出された。そのうち 7 報は，「う

」との関連を調べた研究であった。う有病率と

関連があった生活要因は「甘味食品・甘味飲料の摂

取回数｣7)「就寝時間｣8)，「テレビやビデオを見なが

ら食事をする習慣｣9)などの基本的な日常生活習慣

であった。

乳幼児期・小児期の口腔機能の健全な獲得は，生

涯を通じてバランスの良い食生活を営むうえでの基

盤的要件である。幼児期においては，乳臼歯の萌出

状況に見合った硬さの食事を摂ることが重要とされ

ているが，1 歳 6 か月児健康診査の受診者を対象と

した研究では，乳臼歯の萌出状況に適した食物テク

スチュアより硬いものが提供されている可能性が示

された10)。また，学童期における早食い等の食習慣

は，肥満と関連することが報告されていた11)。不適

切な食習慣の改善を目的とした歯科食育プログラム

「噛ミング30」によって噛む習慣の獲得を促すこと

ができたなど12)，食育支援を目的とした歯科的介入

の重要性は再認識されつつある。エビデンスをもと

にした歯科口腔保健分野からの食育支援がさらに強

く求められる。

 社会環境と歯科疾患

歯科疾患の予防を目的に，不適切な生活習慣の改

善を図る個別健康教育は重要であるが，不適切な生

活習慣を強いる背景である社会環境要因にも着目す

る必要がある。乳幼児期・小児期における歯科口腔

保健と社会経済的要因に関する研究では，個人デー

タを利用したものは少数であったが，市町村や都道

府県単位で情報入手が比較的容易な 3 歳児や12歳児

でのう有病率と地域の社会経済状況との関連を分

析した地域相関研究は比較的多く認められ

た6,13,14)。歯科疾患と関連する社会経済的要因との

関係を明らかにする質の高い疫学研究が望まれると

ともに，上述した地域相関研究6,13,14)をもとにした

実証的な政策展開が期待される。

商業誌，新聞およびテレビ報道等では，乳幼児

期・小児期における貧困と歯科疾患との関係がしば

しば取り上げられていた。東京都足立区の調査によ

ると，生活困難世帯では不適切な口腔衛生習慣を有

する者の割合とう有病率が有意に高かった15)。ま

た，学校歯科保健分野では，いわゆる口腔崩壊（う

歯数10本以上，あるいは多数の未処置歯のため咀

嚼が困難な状態）が注目された。口腔崩壊を伴う児

童が 1 人以上存在する学校は35であったとの報告

があり16)，歯科疾患の背景にある社会経済的要因へ

のさらなる対策が強く求められる。また，教育機関

では，家庭内の適切な生活習慣や歯科衛生習慣を補

完する取り組みとして，昼食後の歯磨きだけでな

く，フッ化物洗口など積極的なう予防活動の展開

が望まれる。
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児童相談所や一時保護施設における歯科保健調査

では，被虐待児童における未処置う有病率が高い

ことが知られている。新里らは，一時保護施設入所

者の調査を通じて，被虐待経験の有無とは関係なく

入所児におけるう有病率は高く，要保護児童の養

育環境そのものがうを誘発しやすい不適な生活習

慣であると報告している17)。要保護児童の歯科口腔

保健課題について，歯科専門職と行政・教育機関と

の有機的な情報共有を図るべきである。

2) 成人期・高齢期における歯科口腔保健

 地域における歯周病対策

歯周病は歯の喪失の主要要因であり，うと並ぶ

歯科二大疾病である18)。とくに，40歳以上での有病

率は高く，進行した歯周炎を有する者の割合は，40

歳代で44.7，60歳代で62.0に達している19)。今

や国民病ともいえる歯周病に対する地域予防活動に

関する知見を把握するために，医学中央雑誌を用い

て，「地域」と「歯周病」をキーワードとした2015

年以降の文献検索を行ったところ，362件が抽出さ

れた。年別の推移は，2015年で64報，2016年で76報，

2017年で75報，2018年で72報，2019年で75報と，い

ずれも70報前後の報告例があった。

この 5 年間の傾向としては，歯周病と糖尿病や循

環器疾患などの生活習慣病との関連性に関する疫学

知見の報告や，地域高齢者の歯周病の有病状況等に

関する知見の報告が多く，歯周疾患検診や地域での

歯周病予防活動に関する報告は相対的に少ない傾向

にあった。日本公衆衛生学会総会の2015年以降での

歯周病に関連する演題の発表は 7 報と少なかった

が，歯周病に関連したシンポジウムが2020年度の第

79回学会総会で企画される等，今後の地域歯科保健

における歯周病対策のさらなる推進に日本公衆衛生

学会での学術活動が大きく寄与することが期待され

る。

健康日本21（第二次）ならびに歯科口腔保健の推

進に関する基本的事項の中間評価において，歯周病

有病状況はベースライン値より悪化していた1)。こ

の評価の基盤となった2016年の歯科疾患実態調査19)

では，高齢期における歯の保有状況が大きく改善

し，高齢になっても口腔内に数多くの歯を保有する

ため，歯周病リスクを抱える期間が相対的に長く

なった可能性が考えられる。国が打ち出している

「健康寿命延伸プラン」における疾病予防・重症化

予防での対策のひとつとして「歯周病等の対策の強

化」が挙げられており，歯周病対策から健康寿命の

延伸に寄与することが求められている20)。そのため

には，地域での歯周病対策に関する疫学調査やその

エビデンスの集積などの公衆衛生学アプローチが必

須と考えられる。

歯周病予防のコモンリスクアプローチ21)としてエ

ビデンスの蓄積がある「たばこ対策」を，歯科保健

の立場からも推進することに加え，健康増進法に基

づく歯周疾患検診体制の拡充が不可欠である。今後

は，地域で行う歯周病対策について，日本公衆衛生

学会でもより積極的に調査研究やモニタリングを進

める必要がある。

歯周病治療は，糖尿病をはじめとする生活習慣病

治療にも寄与するため5)，医科歯科連携がとくに求

められる。医学中央雑誌を用いて，2015年～2019年

において「歯周病」と「医科歯科連携」をキーワー

ドとして検索したところ，100件の報告例があっ

た。そのうち，16件が論文であり，医科歯科連携に

薬剤師を加えた地域医療連携システム構築による歯

周病治療の効果に関する知見22)や，歯周病治療効果

の可視化を図る新しい評価法である歯周炎症表面積

に関する知見23)が報告されるなど，新たな視点を有

する研究知見が報告されていた。

 地域におけるオーラルフレイル対策

オーラルフレイルは，高齢期における口腔機能の

低下がもたらす諸症候であり，超高齢社会の歯科保

健施策に大きな影響を与える24)。千葉県柏市での

オーラルフレイルの縦断研究など，わが国からの学

術知見の国際発信も積極的になされている25)。医学

中央雑誌による「オーラルフレイル」をキーワード

とした2015年以降の文献検索を行ったところ，804

件が抽出された。各々の年の該当数は2015年で10報，

2016年で51報，2017年で141報，2018年で252報，

2019年で276報となり，この 5 年間で大きく増加し

た。しかし，原著論文は29報にとどまり，約半数の

396件が解説・総説による新規概念であるオーラル

フレイルの普及に関するものであった。また，原著

論文の筆頭著者の職域別分析を行ったところ，歯科

専門職が62.0，看護職が20.7，リハビリテー

ション職が13.8を占め，歯科専門職に加えて，看

護職やリハビリテーション職にもオーラルフレイル

研究に取り組む者が多かった。

一方，日本公衆衛生学会の2015年以降の抄録集で

は，オーラルフレイルに関するものが23件抽出され

た。2015年以降の学会総会では，77回と78回でシン

ポジウム課題としてオーラルフレイルが取り上げら

れるなど，公衆衛生学的な研究が進展した（表 1）。

次に，G-Search データベースサービスを使い，

150紙・誌について「オーラルフレイル」をキーワー

ドとして，2017年 1 月から2020年 7 月 3 日までの検

索を行ったところ，595件の記事が抽出された。

2017年では家庭でのオーラルフレイルの予防啓発を
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目的とした記事やオーラルフレイルに関する講演会

の告知が中心であったが，2020年では同年 4 月施行

のフレイル質問票を用いた後期高齢者健診（フレイ

ル健診）に関する特集記事等にて，オーラルフレイ

ルが取り上げられているものが目立った。また，認

知度の向上が主体だった初期に比較し，最近では

オーラルフレイルの兆し（滑舌や嚥下機能の低下）

や高齢者が実践可能なセルフケアに関する具体的な

内容の記事が増加した。

地域保健施策でも，オーラルフレイルを早期に把

握し，その対応策を図る体系的な取り組みが広がり

つつある。その代表事例として神奈川県の取り組み

が挙げられる。神奈川県では，2018年に「神奈川県

歯及び口腔の健康づくり推進条例」を改正し，オー

ラルフレイルの啓発と改善プログラムの普及に取り

組んでいる26)。また，日本歯科医師会は二種のオー

ラルフレイル対応マニュアルを公表し27,28)，かかり

つけ歯科医を介した地域でのオーラルフレイル対応

の周知を図るなど，積極的な取り組みがなされた。

一方，国立保健医療科学院で実施している行政歯科

専門職への歯科口腔保健研修において，講義のひと

つとして「高齢期の口腔機能低下とオーラルフレイ

ル」が取り上げられるなど，地域歯科保健を担う行

政専門職への人材育成にもオーラルフレイル対策が

取り入れられつつある29)。

 在宅高齢者に対する口腔管理

介護保険事業状況報告によると，要介護・要支援

認定者は2020年 4 月末現在で669万人であり，この

20年間で約3.1倍になっている。要介護高齢者を対

象に歯科ニーズ調査を行ったところ，約 9 割に歯科

治療または専門的口腔ケアが必要であるにもかかわ

らず，実際に歯科受診した者は約27であった30)。

要介護者の歯科診療に対するニーズは高いが，ほと

んど提供されていないことがわかった。

在宅療養では，高齢者の生活を支えるために「保

健」「医療」「福祉」など，多くの専門職の関わりが

必要となるため，地域包括ケアシステムにおける口

腔・運動・栄養のサービスが総合的に提供できる仕

組みや，多職種間の顔の見える関係構築が重要であ

る。食支援の推進においても，医科歯科連携を中核

とした地域での多職種連携体制の確立が不可欠な要

素となる。歯科専門職と管理栄養士の連携は，在宅

高齢者が食べたい物を摂食することを可能にし，栄

養状態の改善により Activities of Daily Life（ADL）

および Quality of Life（QOL）の向上にも貢献でき

ると考えられる。また，訪問診療での歯科介入のあ

り方について，歯科従事者とそうでない者それぞれ

が持つ情報に相違があるため，職種間での意識の違

いは少なからずあり，歯科介入の妨げになっている

可能性がある。在宅高齢者に対する口腔管理につい

ては，関係職種間における情報共有が強く求められ

る。

訪問歯科医療の提供体制は都道府県によりばらつ

きがあり，とくに西高東低の傾向があることが報告

されている31)。在宅歯科診療が提供されていない地

域，歯科のない病院や施設等の多い地域では，住民

や療養者の歯・口腔の問題に対応できるように，地

域特性に応じた歯科医療提供を推進するための方策

が必要である。歯科医院の多い都市部においても，

高齢化の進展により在宅歯科医療の提供が追い付い

ていない。今後は義歯などの歯科治療だけではな

く，専門的口腔ケアや摂食嚥下リハビリテーション

等の機能訓練のニーズが増加すると考えられる。こ

れらに対応するための提供体制の整備が必要である。

認知症の有病率調査の久山町研究データ32)では，

2012年の認知症有病率から2025年の認知症有病率を

計算すると19となり，2025年の認知症有病者数は

675万人と推計されている。超高齢化のより一層の

進行に伴い，認知症患者の急速な増加が見込まれて

いる。50以上の歯科医師が，診療時に患者の認知

症様症状で「困ったことがある」と回答し，30の

歯科医師は認知症高齢者の歯科診療に抵抗感を示し

た33)。また，歯科医師が認知症を疑った場合でも，

医療機関への相談を促すなどの働きかけが十分にな

されていない。大半の歯科医師は認知症患者に手探

りあるいは試行錯誤しながら対応しているものと推

察され，歯科医療従事者向けの研修システムのさら

なる拡充が期待される。

歯の喪失後の咬合回復のための補綴治療法の 1 つ

にインプラントがある。平成28年度歯科疾患実態調

査19)では，わが国の35歳以上のインプラント装着状

況は2.7であり，日本人の成人100人に 3 人弱がイ

ンプラント治療を受けていることになる。インプラ

ント治療は歯科医院完結型を基本とし，通院可能な

患者を対象として発展してきたが，通院できなく

なった高齢患者に対する対応策の検討が急務であ

る。自身で口腔管理ができない要介護者の口腔内や

全身状態，患者背景を把握し，これらの要因が時間

の経過に伴って変化し，口腔衛生の維持が困難にな

ることを医療者，介護者，患者は十分に理解する必

要がある。

. 全ライフステージに共通した歯科保健課題

1) 市販製剤を活用した歯科保健

 高濃度フッ化物配合歯磨剤を活用した歯科保

健

フッ化物配合歯磨剤は世界で約15億人が利用して
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いる34)，最も一般的なフッ化物局所応用法のひとつ

である。わが国の歯磨剤に占めるフッ化物配合歯磨

剤の市場シェアは2010年以降90にのぼり，この普

及が小児うの減少に寄与したといわれている35)。

フッ化物配合歯磨剤のう抑制率は23～32と報告

されており，フッ化物配合歯磨剤のう予防効果は

フッ化物の配合濃度に依存する36)。とくに，フッ化

物イオン濃度が1,000 ppm を超える場合は，500

ppm 高くなるごとに 6のう予防効果の上昇がみ

られる37)。わが国では1,000 ppm 以下に規制されて

いたフッ化物イオン濃度について，2017年 3 月に厚

生労働省より1,500 ppm を上限とすることが承認さ

れ，諸外国で採用されている国際基準（ISO）と同

等となった。2018～2020年度の市販歯磨剤のうち，

1,000 ppm を超える薬用歯磨剤製品について，日本

歯磨工業会会員会社のホームページ上の内容をもと

に，販売社数，販売製品数，フッ化物の種類，フッ

化物濃度別にみた製品数を調べたところ，2018年は

5 社，2019年は 6 社，2020年は 6 社であった。年度

ごとに高濃度フッ化物を配合した歯磨剤製品数の拡

大が認められ，製品総数について2018年では17，

2019年では37，2020年では58製品と大きく増加した。

高齢者の保有歯数が増加し，高齢期での根面う

のリスクが高まるなか，生涯を通じたう予防の基

本として高濃度フッ化物配合歯磨剤のさらなる活用

が求められる。国民に対して高濃度フッ化物配合歯

磨剤の特徴や有効性，適正な利用方法のわかりやす

い情報提供が望まれる。

 医薬品としてのフッ化物洗口剤の利用拡大

フッ化物洗口は，フッ化物配合歯磨剤と並ぶ自己

応用によるフッ化物の局所応用法である。2003年 1

月には，厚生労働省医政局長および厚生労働省健康

局長連名により，各都道府県知事に宛てて「フッ化

物洗口ガイドライン｣38)が通知され，フッ化物洗口

は公衆衛生特性に優れたフッ化物応用法として，地

域の公衆衛生や保健医療関係者に広く周知されるよ

うになった。現在では，自治体における歯科保健施

策の一環として，学校におけるフッ化物の集団洗口

が広く普及しつつある。

2003年の時点で販売されていたフッ化物洗口剤

は，製剤 1 g 中にフッ化ナトリウム110 mg を含有

し，水に溶解して使用する顆粒タイプの 2 製品のみ

であった。その後，調製しなくても利用可能な溶液

タイプの洗口剤 4 製品が販売されたが，いずれも医

療用医薬品として歯科医師の指導により使用するも

のであった。一方，学校における集団でのフッ化物

洗口の普及を反映して，2012年には，卸売販売業者

が，学校長に対して，歯科医師の指示に基づき行う

う予防のためのフッ化ナトリウム洗口剤を販売す

ることができるようになった39)。

医療用医薬品以外のフッ化物洗口剤についてはス

イッチ over the counter（OTC）医薬品の製造販売

承認により，2015年 9 月に要指導医薬品としての

フッ化物洗口剤の販売が開始された。その後，安全

性等に関する製造販売後調査期間の 3 年が経過し，

2018年 9 月には，要指導医薬品から薬剤師による情

報提供が必要な第一類医薬品に移行した。さらに，

2019年 9 月には第三類医薬品に指定されることとな

り，ドラッグストア等にて，消費者自身が直接フッ

化物洗口剤を購入できるようになり，う予防に関

する社会環境が大きく整備された。

2) 医科歯科連携に基づくたばこ対策

2011年の「Non-Communicable Diseases（NCD）

に関する国連総会政治宣言」において，歯科疾患は

大きな疾病負荷を示すともに，NCD との共通リス

ク要因を有することが報告されており，コモンリス

クアプローチの有用性が提示された。その代表的リ

スク要因である「たばこ対策」は医科歯科共通の課

題であり，多職種協働で対策を講じていくことが求

められる。

 歯科疾患と喫煙の関連

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報

告書（たばこ白書第 4 版）」（2016年 8 月）において，

能動喫煙との関連については，歯周病では因果関係

を示す根拠十分，う・インプラント失敗・歯の喪

失では因果関係を示唆すると判定されている40)。ま

た，受動喫煙は乳歯・永久歯うと関連性を有

し40,41)，妊婦の喫煙や受動喫煙は子どもの唇裂口蓋

裂のリスクを高め41,42)，成人の受動喫煙は歯周組織

悪化のリスクを高める43)。受動喫煙防止対策の一環

として，医療や保健事業を通じて全年代に対する受

動喫煙が口腔へ悪影響を及ぼすことについての啓発

も必要である。

加熱式タバコの口腔への影響に関する研究報告は

現時点では乏しく，今後の発展が求められる。しか

し，蒸気によりニコチンを体内に送達する同様の原

理を用いた電子タバコは，欧米諸国で先行して流通

しており，その口腔への影響の知見は，我が国で流

行が拡大している加熱式タバコが，口腔に影響する

可能性を示唆している。電子タバコの口腔への影響

の総説は少なくとも 3 件あり，2020年発表の最新の

システマティックレビューでは99編の文献が検討さ

れた44)。電子タバコのエアロゾル曝露による細胞組

織レベルでの影響，歯，歯周組織，口腔粘膜，口腔

インプラントに関連した自覚症状や臨床所見が報告

されている。
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喫煙と歯科疾患との関連を説明する生物学的な根

拠の一つに，ニコチンなどによるう原性細菌や歯

周病原性細菌をはじめとする細菌叢の変化があり，

近年，新しい研究知見が蓄積されている45,46)。その

他では，口腔癌の発症に関与する Human Papil-

lomavirus やインプラント周囲の細菌叢への影響が

示唆されている。

電子タバコの口腔への影響を含むこれらの知見

は，歯科での禁煙支援に関する助言における患者受

容性を高めると考えられ，今後，知識の普及と更な

る研究の推進が必要である。

 WHO が地域の歯科診療に推奨する禁煙介入

法と医科歯科連携

歯科における禁煙介入は，2004年の公衆衛生総監

報告書における歯科領域の因果関係のエビデンスレ

ベルの収載を背景に北米から展開されてきた47)。我

が国では2018年に歯科領域でのエビデンスレベルが

掲載され，2020年 4 月から，たばこパッケージの注

意文言に口腔がんに加えて歯周病の表示も始まった。

2005年の 9 学会合同による禁煙ガイドラインには歯

学系 2 学会が参画し，歯学教育モデル・コア・カリ

キュラムおよび歯科医師国家試験出題基準に禁煙支

援が掲載される等，禁煙介入教育の基盤形成が進ん

でいる。

歯科での禁煙介入法は，米国の 5A5R（禁煙支援

と動機づけ支援）が基盤となって世界に展開した。

日本でもトライアルが行われた地域歯科診療で推奨

される禁煙介入法が2017年に WHO から発表され

た48)。この介入法は，診療の合間の 3～5 分以内に

簡易的に行うことができ，普段の歯科診療に加えて

の実施が容易である。わが国では2018年に初めての

研修会が開講され，2019年より口腔 9 学会が中心と

なり e ラーニング研修が開講した。一方，禁煙希望

者に対して歯科外来における OTC 薬を利用した禁

煙支援の多施設トライアルも実施された。

たばこ白書第 4 版では，保険による禁煙治療の歯

科診療の場での適応拡大の必要性が指摘されてい

る。歯科診療の場での禁煙介入による喫煙率の減少

は，医科および歯科の医療費削減にも共通して効果

的であり，歯科受診者への簡易型と集中型を組み合

わせた介入の医科歯科連携を踏まえた制度の導入が

課題である。

 保健分野・他職種との連携によるたばこ対策

第三期特定健康診査では標準的な質問票に歯科口

腔保健関連項目の「噛めること」が追加された。

「喫煙」に関する質問項目の留意事項に「喫煙が歯

周病や歯の喪失と関連していることから口腔機能の

状態によっては歯科医療機関の紹介を要す」とあ

り，歯科職種も壮年期の共通リスク要因への対策・

疾病予防に保健師や管理栄養士などの他職種と連携

した地域保健の取組みが求められる。

．お わ り に

公衆衛生モニタリング・レポート委員会の口腔保

健グループでの2015年以降に発出された年次報告で

得られた知見をもとに，ライフステージ別の課題と

分野横断的な課題を整理するとともに，適宜文献や

関連情報等を加えて，地域保健における歯科口腔保

健課題をまとめた。

これらの各モニタリング課題に共通して認められ

た傾向は，歯科専門職以外の関連職種との連携が今

後の活動推進のために不可欠な要因として挙げられ

ることが多かった点である。日本公衆衛生学会は，

広く多くの保健・医療・福祉職を包含する学際的な

組織であり，地域保健における歯科口腔保健課題の

改善策を討議するうえで極めて有用な場である。今

後，モニタリング・レポートにおいても，さらなる

分野横断的なアプローチが不可欠であると考えられ

た。

青山旬先生（前栃木県立衛生大学校）ならびに荒川浩

久先生（神奈川歯科大学）のモニタリング・レポート委

員会口腔保健グループの活動への貢献に対して，感謝申

し上げる。なお，本稿に関して，発表者が開示すべき

COI は以下のとおりである。

著者の一人（埴岡隆）が禁煙遠隔教育プログラムの実

施・普及のために，米国ファイザー社よりグローバルメ

ディカルグラントの助成を受けている。
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